
◎基本情報

主

副

● 対象 ○ 対象外 ● 対象 ○ 対象外

○ 経常経費 ● 臨時的経費

○ 内部管理　　 ○ 法定経費 ○ 指定管理

○ 直営　 ● 一部委託 ○ 全部委託　 ○ 補助助成　 ○ その他

◎事業費

計（事業費＋人件費） 2,433,276 4,813,600 4,676,324 1,552,600

事業費

の内訳

令和3年度決算

・工事関連委託料（伏古団地５・６・７号棟工事監理等）：２３９，６２９千円
・工事請負費（伏古団地５・６・７号棟工事等）：４，３２８，９３１千円
・移転補償費：２９，００２千円
・その他：２１，１６２千円

令和4年度予算

・工事関連委託料（発寒団地４号棟工事監理等）：１６５，５６１千円
・工事請負費（発寒団地４号棟工事等）：１，２４１，４１８千円
・移転補償費：５５，４１１千円
・その他：３２，６１０千円

人工 8.0 8.0 8.0 8.0

人件費 57,600 57,600 57,600 57,600

事業費 2,375,676 4,756,000 4,618,724 1,495,000

うち特定財源 2,311,109 4,613,935 4,540,506 1,333,600

（単位：千円）

令和2年度決算 令和3年度予算 令和3年度決算 令和4年度予算

0 年度

関連法令・条例・
要綱等

公営住宅法、社会資本整備総合交付金交付要綱

他都市の状況

各都市においても、公営住宅等長寿命化計画を策定し、計画的に建替事業を推進している。

実施結果

＜工事＞（しゅん功）：①月寒団地Ｆ５・６号棟建替工事　②伏古団地Ａ５・６・７号棟建替工事　③二十四軒団地１号
棟建替工事、（継続工事）：①発寒団地４号棟建替工事　②二十四軒団地旧１・２号棟解体工事　等
＜設計等＞①月寒団地Ｆ５・６号棟建替工事監理　②伏古団地Ａ５・６・７号棟建替工事監理　③二十四軒団地１号
棟建替工事・２号棟建替工事実施設計　④発寒団地４号棟建替工事監理　⑤二十四軒団地旧１・２号棟解体工事
監理　等

事業実施における
工夫点

事業の実施にあたっては、事前に自治会及び入居者に対して計画内容の説明を行い、周知を図るとともに、意見
の把握に努めている。

対象者 市営住宅入居者、市営住宅入居希望者 開始 0 年度 終了

事業の性質

事
業
内
容

実施形態

目的

短期

建物の安全性確保や居住性の向上を目指し、市営住宅の更新時期等を踏まえて、調査・設計及び施設整備等を
行う。

長期

住宅に困窮する市民の居住の安定性確保や、老朽化した市営住宅の居住性能の向上を図る。

取組内容

市営住宅の更新時期等を踏まえ、建替事業を実施する。
①月寒団地Ｆ５・６号棟建替工事
②発寒団地４号棟建替工事
③伏古団地５・６・７号棟建替工事
④二十四軒団地１号棟建替工事、旧１・２号棟解体工事
⑤その他：消火器購入・検査立会、水道手数料、測量、支障物件移設、移転補償等
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◎検証（振り返り）

□ 企画 ■ 実施 □ 評価 □ 対象外 □ 回答 ■ 反映

● A ○ B ○ C ○ 評価省略対象事業・前年度実施なし

千
円

● A ○ B ○ C ○ 評価省略対象事業・前年度実施なし

○ 改善 ● 現状維持 ○ 休止・廃止

○ 拡充 ● 現状維持 ○ 縮小 ○ その他

千
円

今回の評価

評価の理由
市営住宅の建設着手やしゅん功時期等を踏まえて、調査や設計、施設整備等を慎重に検討・選定している。

次年度の
取組の
方向性・
改善内容

事業
内容

市営住宅の整備スケジュール等を十分に踏まえて、当該年度に必要となる調査や設計、施設整備等を慎重
に検討・選定する。

予算
事業執行に必要な事業費を計上する。

見直し効果額 0

前回の評価

今年度取り組んだ
見直し内容

市営住宅の整備スケジュール等を十分に踏まえて、当該年度に必要
となる調査や設計、施設整備等を慎重に検討・選定している。 見直し効果額

（前年度）
0

市民参加の実施 市民参加結果への対応

今後の改善点

今後も建替えの対象となる建築年次の古い建物が多数あることから、厳しい財政状況を勘案して引き続き計
画的に建替事業を進めていく必要がある。

事業の実施手法
（事業の効率性、

実施主体は適切か）
A

効率的かつ円滑に市営住宅の整備を進めるため、基本設計や実施設計において、課題等の検
討・整理を行うとともに、入居者等に対する説明を行っており、適切な事業手法である。

対象者の満足度
（対象者のニーズ
に応えているか）

A

市営住宅の建設着手やしゅん功時期等を踏まえて、調査や設計、施設整備等を実施することに
よって、住宅に困窮する市民に対して居住の安定性を確保するとともに、老朽化した市営住宅の
居住性能の向上を図ることができた。

事業の成果
（目的をどの程度
達成できたか）

A

建設着手やしゅん功の時期等を踏まえて、調査や設計、施設整備等を実施することができた。

事業規模
（事業ボリューム

は適切か）
A

各建替基本計画において事業規模を検証しているため、妥当な事業規模である。また、国費補助
要件を満たす仕様とすることで、最大限に国費を活用していることから、妥当である。

項目 判定 理由

なし なし なし

成果指標２

指標名

令和2年度実績 令和3年度目標 令和3年度実績 令和4年度目標

0件 2件

成果指標１

指標名 市営住宅の整備事業のため、成果指標の設定がなじまない。

令和2年度実績 令和3年度目標 令和3年度実績 令和4年度目標

なし

2件

活動指標２

指標名 工事対象団地数（市営住宅の解体工事等）

令和2年度実績 令和3年度予定 令和3年度実績 令和4年度予定

3件 0件

活動指標１

指標名 設計対象団地数（市営住宅の基本・実施・解体設計等）

令和2年度実績 令和3年度予定 令和3年度実績 令和4年度予定

1件 5件 5件


